
群馬県民間社会福祉施設整備資金貸付制度要綱

第１ 目的

この要綱は、民間社会福祉施設における施設整備事業に対し、必要な資金を融資するこ

とにより、施設の環境及び運営の充実向上を図り、もって入所（利用）者の福祉を増進す

ることを目的とする。

第２ 貸付事業の実施主体及び資金

民間社会福祉施設整備資金（以下「資金」という。）の貸付は、社会福祉法人群馬県社

会福祉協議会（以下「県社協」という。）が行うものとする。

第３ 貸付対象

１ 資金の貸付対象は、社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人、一般社団法人、

一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、特例民法法人（旧第３４条の規定によ

り設立された法人）及び児童福祉法による児童福祉施設を設置する宗教法人であって、

次に掲げる社会福祉施設を設置するものとする。

（１）生活保護法による保護施設

（２）児童福祉法による児童福祉施設

（３）老人福祉法による老人福祉施設及び小規模多機能型居宅介護事業に係る施設

（４）身体障害者福祉法による身体障害者社会参加支援施設

（５）母子及び寡婦福祉法による母子福祉施設

（６）知的障害者地域ホーム設置運営要綱（平成６年４月１日群馬県県民生活部長通

知）による知的障害者地域ホーム

（７）在宅障害者デイサービス事業運営要綱（昭和５５年９月２６日厚生省社会局長

通知）による在宅障害者デイサービス事業運営を行う施設

（８）障害者自立支援法による障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援

護、重度障害者等包括支援を除く）、障害者支援施設、福祉ホーム及び指定旧法

施設支援を行う施設

２ 前号(１)から(８)に掲げる施設を設置することを目的として法人許（認）可申請中

の者については、貸付対象となる資金の種類は、第４の２に掲げる者のみとする。

第４ 貸付金の種類

１ 長期資金

社会福祉施設の新設、修理（建築物内に使用されているアスベスト（石綿）の処理

工事（以下「アスベスト処理工事」という。）を含む。）、改造、拡張、整備、災害復

旧及び社会福祉施設の整備に必要な土地の取得に要する資金。ただし、土地の取得に

要する資金については、次の各号のいずれかに該当するものであること。

（１）施設の新設（創設法人を除く。）、増改築（移転改築を含む。）を緊急に行う必要

があるため、取得する土地であって、かつ、具体的な利用計画があるもの。

（２）県から勧告又は改善命令を受け、これに基づき施設の整備をするため必要な土地

を取得するもの。

（３）施設の敷地が借地の場合であって、施設の改造、拡張等にあたって取得しなけれ

ば借地権の存続が困難となる等、真にやむを得ない理由により取得するもの。

２ 短期資金



社会福祉施設の新設、修理、改造、拡張、整備等に係る独立行政法人福祉医療機構

貸付金が交付されるまでの間必要とするつなぎ資金。

第５ 貸付金額の限度

１ 長期資金

長期資金として貸し付ける資金（以下「長期資金貸付金」という。）の額は、次の

額とする。

（１）独立行政法人福祉医療機構からの借入れをする場合にあっては、貸付対象事業の

資金計画中必要額から独立行政法人福祉医療機構等の貸付額を控除した額で、１施

設あたり２，０００万円以内とする。

（２）独立行政法人福祉医療機構からの借入れをしない場合にあっては、１施設あたり

１，０００万円以内とする。ただし、第７に規定する貸付審査会が特別な事由があ

ると認めたものは、２，０００万円以内とする。

２ 短期資金

短期資金として貸し付ける資金（以下「短期資金貸付金」という。）の額は、独立

行政法人福祉医療機構貸付金内定額以内とする。

第６ 貸付利子の額及び貸付期間

１ 貸付利子の額は、次により算出するものとする。ただし、算出された額に１円未満

の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

（１）長期資金

独立行政法人福祉医療機構業務方法書第７条第１項に基づき、独立行政法人福祉

医療機構が定めた利率に当該年度の元金未償還額を乗じて得た額（基準額）とする。

ただし、平成２０年度までに実施する施設整備事業（平成２０年度までに開始し、

平成２１年度まで継続して行う事業を含む）については、上記利率に当該年度の元

金未償還額を乗じて得た額（基準額）に、次の割合を乗じて得た額とする。

ア 第３の１に掲げる社会福祉施設のうち、老人デイサービスセンター、老人短期

入所施設、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム（指定特定施設入所者生活介護

の指定を受けるものに限る）、老人介護支援センター（指定居宅介護支援事業者

の指定を受けた法人が経営するものに限る）及び小規模多機能型居宅介護事業に

係る施設の整備に係る貸付の場合２分の１とする。ただし、平成１４年度以前の

整備事業（平成１４年度から平成１５年度に継続して行う整備事業を含む）に係

る貸付については３分の１とする。

イ 第３の１に掲げる社会福祉施設のうち、指定療護介護事業所、指定生活介護事

業所、指定共同生活介護事業所、指定障害者支援施設、指定短期入所事業所、指

定児童デイサービス事業所、指定自立訓練事業所、指定就労移行支援事業所、指

定就労継続支援事業所、指定共同生活援助事業所及び特定旧法指定施設の整備に

係る貸付の場合２分の１とする。ただし、平成１５年度以前の整備事業（平成１

５年度から平成１６年度に継続して行う整備事業を含む）に係る貸付については

３分の１とする。

ウ ア及びイを除く社会福祉施設の整備に係る貸付の場合３分の１

（２）短期資金



貸付利子の額は、(1)と同様の方法により算出された基準額とする。ただし、平
成２０年度までに実施する施設整備事業（平成２０年度までに開始し、平成２１年

度まで継続して行う事業を含む）については、（１）と同様の方法により算出され

た基準額に、２分の１を乗じて得た額とする。

２ 貸付期間及び無利子期間を次のとおりとする。

（１）長期資金

貸 付 金 貸付期間 無利子期間

200万円未満 3年以内 な し

400万円未満 4年以内 6か月
600万円未満 5年以内 9か月
800万円未満 6年以内 12か月

1,000万円未満 7年以内 15か月
1,200万円未満 8年以内 18か月
1,400万円未満 9年以内 21か月
1,400万円以上 10年以内 24か月

（２）短期資金

貸付期間は、独立行政法人福祉医療機構貸付内定の日から同資金交付後１週間以

内とし、同資金の交付が遅延した場合にあっても、内定の日から６か月を限度とす

る。

３ 長期資金については、独立行政法人福祉医療機構業務方法書に定められた利子を徴

しない貸付金と同一の条件による貸付の場合は、原則として無利子とする。

第７ 貸付審査会

１ 県社協に貸付審査会を設置するものとする。

２ 貸付審査会は、学識経験者、県社協役職員、関係県職員等により構成し、貸付に関

する審査、調査及び貸付の決定を行う。

３ 貸付審査会の招集、議事、運営等については別に会長の定めるところによる。

第８ 貸付の方法

１ 貸付審査会において貸付を決定したものについて、貸付決定通知書により通知する

ものとする。また、貸付をしないことを決定したものについても理由を付してその旨

を通知するものとする。

２ 貸付は証書貸付の方法によるものとし、当該貸付予定者について直接貸借契約を締

結して行うものとする。

３ 長期資金貸付金の交付は、貸借契約を締結した後借受者から提出された貸付金交付

請求書に基づき、事業の進捗状況、当該資金を必要とする時期及び金額を勘案の上、

貸付金の全部または一部を交付するものとする。

４ 短期資金貸付金の交付は、貸借契約を締結した後、資金需要を考慮しながら貸付金

の全部又は一部を交付するものとする。

第９ 貸付金の交付条件

この貸付金により取得し、又は効用の増加した財産は、県社協会長の承認を受けない

で、この貸付金の目的に反 して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保に供しては



ならない。

第１０ 担保及び保証人

１ この貸付は、物上担保及び人的担保によって行うものとする。ただし、貸付金額が

１００万円以下の場合、若しくは償還期限が１年以内の場合、又は短期資金の場合は

この限りではない。

２ 担保に供する物件に設定する抵当権は、第１順位、又は第２順位であることを原則

とする。ただし、担保余力があり、貸付審査会が適当と認めたものはこの限りではな

い。

３ 人的担保は、借入予定法人の代表者及び貸付金の償還に応じ得る資力があると認め

られる者１名以上を連帯保証人とすることを原則とする。

第１１ 償還方法

１ 長期資金

（１）貸付金の償還方法は、原則として年賦均等償還とし、償還金を支払う期日は貸付

契約締結日から起算して１年目ごととする。

（２）貸付金の利息の支払いは、年１回後払いとし、貸付金の償還の都度支払うものと

する。

（３）県社協は、借受者に対し支払期日の１０日前までに償還金振込案内書を送付する

ものとする。

２ 短期資金

（１）貸付金の償還方法は、独立行政法人福祉医療機構貸付金の交付時から１週間以内

に一括償還とする。ただし、独立行政法人福祉医療機構貸付金の交付が分割してな

された場合は、その都度交付額に相当する分を分割償還するものとする。

（２）貸付金の利息の支払は、貸付金の償還時に行うものとし、利息は資金を貸し付け

た日から起算して元金償還期日までの期間について計算する。ただし、分割して償

還がなされた場合の第２回目以降の利息は、元金未償還額について、前回償還日の

翌日から起算して、元金償還期日までの期間について計算する。

３ 県社協は、償還元利金の全部又は一部について償還期日を経過しても払込みをしな

い借受者に対し、随時督促を行うものとする。

第１２ 遅延損害金

借受者が、貸付金について所定の償還日までに償還金の支払をしなかったときには、そ

の償還期日の翌日から 償還の当日までの日数について、年１４．６パーセント の割合で

遅延損害金を徴収するものとする。ただし、長期資金については、貸付金の償還を遅延し

た理由が、災害その他やむを得ない事情と認められる場合に限り、貸付審査会の承認を得

て遅延損害金の全部又は一部を免除することができる。

第１３ 変更事項の承認、届出等

借受予定者又は借受者は、次に掲げる事項を変更しようとするときは、別に定める様式

により県社協に届出し、又は承認を得なければならない。

１ 貸付決定額の全部又は一部について借入の必要がなくなったとき。

２ 事業計画の内容を変更しようとするとき。

３ 保証人を変更しようとするとき。



４ 債務者を変更しようとするとき。

５ 償還方法を変更しようとするとき。

６ 担保物件を変更しようとするとき。

７ その他契約事項を変更しようとするとき。

第１４ 事業完了報告書

１ 長期資金

借受者は、当該貸付対象事業完了後３か月以内に、事業完了報告書に次に掲げる書

類を添付して提出するものとする。

（１）工事完成写真

（２）建物に関する場合（修理の場合を除く。）は所有権保存登記後の登記簿謄本

（３）土地の取得の場合は所有権移転登記後の登記簿謄本

（４）アスベスト処理工事の場合は施工業者の領収書

（５）その他、会長が別に定める書類

２ 短期資金

借受者は、当該貸付金最終償還時に事業完了報告書に次に掲げる書類を添付して提

出するものとする。

（１）独立行政法人福祉医療機構貸付金振込通知

第１５ 貸付金の返還

１ 借受者が、災害その他特別な理由を除くほか、次の各号のいずれかに該当するとき

は、貸付審査会の議を経て、当該契約に基づき交付した貸付金の一部または全部につ

き金額及び期日を指定して返還させることができる。

（１）貸付対象事業を実施せず、又は実施する意思が認められないとき。

（２）貸付対象事業を中止し、完了する見込みがないと認められるとき。

（３）貸付を受けた法人が解散したとき。

（４）貸付を受けた設立許（認）可申請中の法人の、許（認）可の見込みがなくなった

とき。

２ 短期資金の貸付額が、独立行政法人福祉医療機構貸付契約額よりも高い場合には、

当該契約時にその差額について返還させるものとする。

第１６ 完済処理

県社協は、借受者が債務の全部を弁済したときは、当該金銭消費貸借契約証書及び抵当

権設定契約証書を借受者に返戻するものとする。

第１７ 会計

１ 資金については特別会計を設け、明確に経理するものとする。

２ 資金の貸付から生ずる果実等については、群馬県知事からの指示により、その一部

を欠損補填積立金として積み立て、一部を事務費に充てるものとする。

第１８ 運営要領

この要綱に定めるもののほか、必要な事項は運営要領において定めるものとする。

第１９ 適用期日

１ この要綱は、平成１８年１月１日から適用する。

２ この要綱の適用前に群馬県が制定した群馬県民間社会福祉施設整備資金貸付制度要



綱に基づき貸付契約を行ったものについては、なお従前の例による。

３ この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。

４ この要綱は、平成２０年１０月１日から適用する。

５ この要綱は、平成２０年１２月１日から適用する。

６ この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。


